
◎事業性融資の推進等に関する法律 
（令和六年六月一四日法律第五二号）   

一、 提案理由（令和六年五月八日・衆議院財務金融委員会） 

○鈴木国務大臣 ただいま議題となりました事業性融資の推進等に関する法律案につき

まして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。 

 不動産を目的とする担保権又は個人を保証人とする保証契約等に依存した融資慣行の

是正及び会社の事業に必要な資金の調達等の円滑化を図ることが、喫緊の課題となって

おります。こうした状況を踏まえ、本法律案を提出した次第であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、事業性融資の推進に関し、基本理念及び国の責務を定めることといたします。 

 第二に、事業性融資推進本部を設置し、事業性融資の推進に関する基本的な政策の企

画立案及び推進や、関係行政機関の事務の調整を行うことといたします。また、本部に

おいて、事業性融資の推進に関する基本方針を定めることといたします。 

 第三に、事業性融資の推進のため、企業価値担保権を創設するほか、その適切な活用

を確保するため、企業価値担保権に関する信託業務について免許制を導入するとともに、

所要の行為規制等を整備することといたします。 

 第四に、事業性融資について、事業者や金融機関等に対して指導又は助言を行う機関

の認定制度を創設することといたします。 

 その他、関連する規定の整備等を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院財務金融委員長報告（令和六年五月二一日） 

○津島淳君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、不動産担保や経営者保証等に依存した融資慣行の是正及び会社の資金調達等

の円滑化を図るため、事業性融資の推進に関し、基本理念、国の責務、基本方針の策定

のほか、企業価値担保権の創設、事業性融資推進支援業務を行う機関の認定制度等につ

いて定めるものであります。 

 本案は、去る五月七日当委員会に付託され、翌八日鈴木国務大臣から趣旨の説明を聴

取した後、十日から質疑に入りました。十四日には参考人から意見を聴取し、十七日質

疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、採決いたしましたところ、本案は賛成多

数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月一七日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 



一 企業価値担保権の設定は、企業価値担保権者や特定被担保債権者が債務者とその使

用人との間の労働契約の締結・変更等に影響を及ぼす目的で行ってはならないことを

監督指針等において明確にすること。また、企業価値担保権の担保目的財産となる会

社の総財産の定義やその範囲を画定するための考え方、制度運用における留意点等を

監督指針等において明確にするとともに、広く周知・広報を行うこと。 

二 担保目的財産の換価の方法に関する裁判所の適切な判断に資するよう考え方を示す

とともに、担保目的財産の換価に当たって、管財人は、事業譲渡の金額の多寡のみで

はなく、雇用の維持及び取引関係の維持、その他多様な事情を考慮した上で、承継先

を決定することをガイドラインに明記し、広く周知・広報を行うこと。 

三 一般債権者の保護をより強く図る目的で設けられる不特定被担保債権留保額の算定

方法を政令で定めるに当たっては、具体的な算定根拠を明らかにしつつ、労働債権が

労働者の生活の保持に不可欠であることに特段の配慮を行うこと。 

四 企業価値担保権の活用における労働者保護のさらなる強化を図るため、担保権の設

定時及び実行前後における労働組合等への通知、協議のあり方について、速やかに検

討を開始すること。 

五 「事業譲渡又は合併を行うに当たって会社等が留意すべき事項に関する指針」につ

いては、政府において、専門的な検討の場を設け、新たな企業価値担保権の創設を踏

まえて必要な見直し等を行うこと。加えて、合併・事業譲渡をはじめ企業組織の再編

に伴う労働者保護に関する諸問題については、その実態把握を行うとともに、速やか

に検討を進め、結論を得た後、必要に応じて立法上の措置を講ずること。 

六 企業価値担保権者や特定被担保債権者が、実態として、債務者の使用人の労働条件

等の決定及び変更等に関与している場合は労働組合法上の使用者に該当し得ることを

ガイドラインで明らかにし、金融機関等に周知徹底を図ること。また、本法と労働関

係法令との関係についての考え方を整理した上で、広く周知・広報を行うこと。 

七 企業価値担保権という新たな制度を活用した融資スキームが可能となることに鑑

み、本法施行後から五年を経過するまでの間、融資状況等について継続的にモニタリ

ングを行い、制度の利用状況の推移や利用時の課題等について公表すること。 

三、 参議院財政金融委員長報告（令和六年六月七日） 

○足立敏之君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財政金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、不動産を目的とする担保権又は個人を保証人とする保証契約等に依存し

た融資慣行の是正及び会社の事業に必要な資金の調達等の円滑化を図るため、事業性融

資の推進等に関し、その基本理念、国の責務、基本方針の策定、企業価値担保権の設定、

事業性融資推進支援業務を行う者の認定、事業性融資推進本部の設置等について定めよ

うとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人を招致してその意見を聴取するとともに、企業価値担



保権を創設する意義、企業価値担保権の設定前に労働組合等へ通知する必要性、金融機

関の目利き力向上に向けた取組等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録に

よって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して柴愼一委員、日

本共産党を代表して小池晃委員より、それぞれ反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年六月六日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 企業価値担保権の設定は、企業価値担保権者や特定被担保債権者が債務者とその使

用人との間の労働契約の締結・変更等に影響を及ぼす目的で行ってはならないことを

監督指針等において明確にすること。また、企業価値担保権の担保目的財産となる会

社の総財産の定義やその範囲を画定するための考え方、伴走型支援に当たって優越的

地位の濫用防止の観点から企業価値担保権者等が考慮すべき事項、制度運用における

留意点等を監督指針等において明確にするとともに、広く周知・広報を行うこと。 

二 担保目的財産の換価の方法に関し裁判所の適切な判断に資するよう考え方を示すと

ともに、担保目的財産の換価に当たって、事業の継続と成長発展を支えるとの本法の

目的に沿って、管財人は、事業譲渡の金額の多寡のみではなく、雇用の維持及び取引

関係の維持、その他多様な事情を考慮した上で、承継先を決定することをガイドライ

ンに明記し、広く周知・広報を行うこと。 

三 一般債権者の保護をより強く図る目的で設けられる不特定被担保債権留保額の算定

方法を政令で定めるに当たっては、具体的な算定根拠を明らかにしつつ、労働債権が

労働者の生活の保持に不可欠であることに特段の配慮を行うこと。 

四 企業価値担保権の活用における労働者保護のさらなる強化を図るため、担保権の設

定時及び実行前後における労働組合等への通知、協議のあり方について、速やかに検

討を開始すること。 

五 「事業譲渡又は合併を行うに当たって会社等が留意すべき事項に関する指針」につ

いては、政府において、専門的な検討の場を設け、新たな企業価値担保権の創設を踏

まえて必要な見直し等を行うこと。加えて、合併・事業譲渡をはじめ企業組織の再編

に伴う労働者保護に関する諸問題については、その実態把握を行うとともに、速やか

に検討を進め、結論を得た後、必要に応じて立法上の措置を講ずること。 

六 企業価値担保権者や特定被担保債権者が、実態として、債務者の使用人の労働条件

等の決定及び変更等に関与している場合は労働組合法上の使用者に該当し得ることを

ガイドラインで明らかにし、金融機関等に周知徹底を図ること。また、本法と労働関



係法令との関係についての考え方を整理した上で、広く周知・広報を行うこと。 

七 本法に基づく制度の運用に当たっては、基本理念も踏まえ、企業価値担保権信託会

社や金融機関等に対するモニタリングの充実を図ること。その際、地域金融機関等の

モニタリングを主に担当する財務局も含め、優秀な人材の確保と職員の専門性の向上

を図るとともに、必要な定員の確保及び機構の整備に努めること。 

八 企業価値担保権という新たな制度を活用した融資スキームが可能となることに鑑み、

本法施行後から五年を経過するまでの間、融資状況等について継続的にモニタリング

を行い、制度の利用状況の推移や利用時の課題等について公表すること。 

  右決議する。 


